
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成27年８月10日

【四半期会計期間】 第16期第１四半期（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

【会社名】 株式会社新生銀行

【英訳名】 Shinsei Bank, Limited

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　最高経営責任者　工藤　英之

【本店の所在の場所】 東京都中央区日本橋室町二丁目４番３号

【電話番号】 03-6880-7000（代表）

【事務連絡者氏名】 財務管理部業務推進役　平山　實

【最寄りの連絡場所】 東京都中央区日本橋室町二丁目４番３号

【電話番号】 03-6880-7000（代表）

【事務連絡者氏名】 財務管理部業務推進役　平山　實

【縦覧に供する場所】 株式会社新生銀行大阪支店

（大阪市北区小松原町２番４号）

株式会社新生銀行名古屋支店

（名古屋市中区栄三丁目１番１号）

株式会社新生銀行大宮支店

（さいたま市大宮区桜木町一丁目９番１号）

株式会社新生銀行柏支店

（千葉県柏市柏一丁目４番３号）

株式会社新生銀行横浜支店

（横浜市西区南幸一丁目９番13号）

株式会社新生銀行神戸支店

（神戸市中央区三宮町三丁目７番６号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 

EDINET提出書類

株式会社新生銀行(E03530)

四半期報告書

 1/41



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

 
平成26年度

第１四半期連結
累計期間

平成27年度
第１四半期連結

累計期間
平成26年度

 
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

(自　平成26年４月１日
　至　平成27年３月31日)

経常収益 百万円 98,299 94,474 397,394

経常利益 百万円 21,358 22,914 73,082

親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 19,994 22,522 ――

親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ―― ―― 67,873

四半期包括利益 百万円 21,005 25,649 ――

包括利益 百万円 ―― ―― 81,368

純資産額 百万円 738,474 776,040 753,762

総資産額 百万円 9,538,914 9,012,542 8,889,853

１株当たり四半期純利

益金額
円 7.53 8.48 ――

１株当たり当期純利益

金額
円 ―― ―― 25.57

潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額
円 － 8.48 ――

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益金額
円 ―― ―― －

自己資本比率 ％ 7.1 8.4 8.2

 

　（注）１．当行及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

　　　　２．平成26年度第１四半期連結累計期間及び平成26年度の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額

については、潜在株式は存在するものの、希薄化効果を有しないため記載しておりません。

　なお、第１四半期連結累計期間に係る１株当たり情報の算定上の基礎は、「第４　経理の状況」中、

　　　　　「１　四半期連結財務諸表」の「１株当たり情報」に記載しております。

　　　　３．自己資本比率は、（（四半期）期末純資産の部合計－（四半期）期末新株予約権－（四半期）期末非支配株

主持分）を（四半期）期末資産の部合計で除して算出しております。

　　　　４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当行グループ（当行及び当行の関係会社）が営む事業の内容については、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社についても、異動はありません。

　なお、当第１四半期連結累計期間において報告セグメントの区分を変更しております。その詳細は、「第４　経理

の状況」中、「１　四半期連結財務諸表」の「セグメント情報等」に記載しております。

 

EDINET提出書類

株式会社新生銀行(E03530)

四半期報告書

 2/41



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前連結会計年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当行グループ（当行及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

［金融経済環境］

当第１四半期連結累計期間において、平成26年４月の消費税率引き上げの影響が一巡する中にあって、個人消費や

設備投資について持ち直しの兆しや動きがみられ、さらに企業収益も総じて好調、雇用情勢は着実に改善、消費者物

価は緩やかな上昇を示すなど、日本経済は引き続き緩やかな回復基調を維持しました。

こうした中、政府は６月に、経済再生と財政再建の双方を同時に実現させるために「経済財政運営と改革の基本方

針（骨太の方針）」、「規制改革実施計画」、「まち・ひと・しごと創生基本方針」及び「日本再興戦略」の改訂版

を閣議決定し、平成32年度の基礎的財務収支の黒字化の堅持、平成29年４月の消費税率10％への引き上げや法人実効

税率の早期引下げの実施に加えて、新たにITやロボット活用による生産性革命や日本全国で活力を取り戻すローカ

ル・アベノミクスの推進に取り組むこと等を明確にしました。また、日銀は引き続き異次元の金融緩和策を推進しま

した。今後は、雇用・所得環境の改善が続く中で、政府等による各種施策の効果もあって、景気の緩やかな回復が続

くことが期待されますが、中国経済をはじめ、依然として海外経済の下振れ懸念が景気の下押しリスクとなってお

り、引き続きこれらの動向を注視すべき状況にあるといえます。

金融市場を概観すると、まず国内金利については、長期金利（10年国債利回り）は、日銀の金融緩和策の影響など

により低水準で推移し、0.4％前後で推移いたしました。また、短期金利は引き続き低水準で推移しました。次に為

替相場については、日米欧の主要中央銀行とも金融緩和策を継続していますが、米国経済の回復を背景に、徐々に米

利上げ時期を意識した展開となり、６月末には米ドル円で122円台（３月末比約２円の円安）となりました。一方、

ユーロ相場については、一時、主に欧州国債利回りの上昇によりユーロ円で140円台まで円安に振れたものの、その

後、ギリシャと欧州連合（EU）の交渉が不調に終わり、債務不履行懸念が高まったことからユーロが売られ、６月末

にはユーロ円で136円台（同比約７円の円安）となりました。最後に日経平均株価については、好調な企業業績を受

けて、６月末の終値は２万235円73銭（３月末比約1,029円上昇）となりました。なお、ギリシャ債務問題に加えて、

６月以降の中国株急落が世界経済の先行き不透明感を強めたことを背景に、金融市場全般に値動きの不安定な展開が

みられることから、今後の動向には留意が必要であるといえます。
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［事業の経過及び成果］

当行は、平成26年３月期から平成28年３月期までを対象期間として、「特色ある事業基盤の確立」、「収益の増加

と財務体質の一層の改善」、「顧客から共感され、社会・市場から必要とされる金融グループへ」の三つを目標に掲

げた「第二次中期経営計画」を策定しており、同計画の最終年度に当たる当連結会計年度における目標達成に向けて

業務に邁進しております。各ビジネス分野における取り組み状況は以下の通りです。

 

（法人業務）

法人のお客さまに関する業務については、主として事業法人・公共法人向けファイナンス、アドバイザリーサービ

スや金融法人向けビジネスを行う「法人部門」と、金融市場向けビジネスを行う「金融市場部門」により推進してお

ります。

 

当行は、事業参画を通じた企業・産業・地域の成長支援と、専門能力の強化・実践を基本戦略として、特定の業

種・分野への重点的な商品・サービスの提供により差別化を促進するとともに、当行が専門性を有する分野等の一層

の取り組み強化を図るなど、積極的に各業務を展開しております。

ヘルスケアファイナンスについては、ケネディクス株式会社（東京都中央区）など５社と共同で設立したヘルスケ

アREITの運用を目的とした資産運用会社が、ジャパン・シニアリビング投資法人を組成し、７月に東京証券取引所へ

上場するなど、積極的に取り組んでおります。再生可能エネルギーの分野では、中規模プロジェクトファイナンスを

中心に事業主体となる企業のサポートを推進して案件を積み上げており、近時では４月に兵庫県姫路市におけるメガ

ソーラー向けプロジェクトファイナンスを組成しております。

クレジットトレーディング業務およびプライベートエクイティ業務については、「新生プリンシパルインベストメ

ンツグループ」において、既存案件の出口戦略の推進とともに、業容拡大に向けた積極的な業務展開に注力しており

ます。事業承継業務については、今後のさらなる需要の増加を見込んで、７月に事業承継金融部を設置し、当行グ

ループ全体での取組体制を強化いたしました。また、不動産ファイナンスについては、個別案件のリスクのみならず

不動産市況全体のリスクも十分踏まえた上での取り組み強化を図っており、近時では５月に日本ＧＥ株式会社から東

京都内を中心とした優良なオフィスやマンション等を裏付け資産とする不動産ノンリコースローン・ポートフォリオ

を取得いたしました。さらに、創業支援、企業再生支援、金融市場関連業務等についても、当行グループの有する専

門性や特色を活かした業務展開を行っております。

事業法人向け業務では、新規開拓の継続的な推進や為替デリバティブ関連ビジネスの展開等により顧客基盤の拡充

を図っており、金融法人向け業務では、地域金融機関等のお客さまとのネットワークの強化・活用と資金運用ニーズ

をはじめとした各種ニーズに適応した商品・サービスの提供に尽力しております。

海外業務では、お客さまの海外展開支援としては、中小企業のASEAN進出支援コンサルティングを行う株式会社

フォーバル（東京都渋谷区）との業務提携及び地場の金融機関との業務提携を活用して、引き続きアジア地域におけ

る進出支援業務を拡大してまいります。海外でのプロジェクトファイナンスについては、アジア・オセアニアや欧州

を中心として良質案件の取り込みに注力しております。

法人部門傘下の昭和リース株式会社においては、主力の中堅・中小企業向け産業・工作機械等のリースに加えて、

中古機械の売買を行うバイセル事業、動産・債権担保融資、環境配慮型商品の導入推進や再生可能エネルギー関連の

ファイナンス付与、介護報酬債権の買取（介護報酬ファクタリング）など、当行との連携を強化しながら同社の強み

や専門性を活かしたソリューションの提供にも注力しております。

 

なお、４月には、金融市場部門の金融法人本部を法人部門の法人営業本部に統合し、さらに、５月には法人部門内

の本部制を廃止して同部門内の企画推進機能を法人企画部に集約するなどの組織変更を行い、法人営業体制の強化と

法人部門におけるより一層の一体運営を進める体制といたしました。国際業務についての組織的な対応としては、海

外業務戦略の施策推進を目的に４月に法人部門内に海外事業開発部を新設したうえで、５月に国際業務の企画推進・

管理を当行全体として一元的に行うため、法人部門内の国際業務部をコーポレートスタッフ部門内の総合企画部に統

合いたしました。

 

（個人業務）

個人のお客さまに関する業務については、個人部門において、銀行本体によるリテールバンキング業務及び銀行本

体や子会社によるコンシューマーファイナンス業務を推進しております。当行は、グループ各社の商品・サービスを

ニーズに合わせて自由にご利用いただけるお客さまを「コア顧客」と定義し、当行グループのさまざまなリソースを

活用しながら、コア顧客の拡大に注力しております。
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当行は、従前からカルチュア・コンビニエンス・クラブ株式会社（以下「CCC」）との業務提携により、同社の共

通ポイントサービス「Ｔポイント」を利用するＴ会員を対象とした当行総合口座の開設や商品・サービス利用時のＴ

ポイント付与を行っておりますが、Ｔポイントとの連携の拡大が新規顧客獲得および取引の活性化に寄与すると判断

し、４月からＴポイントを付与するプログラムを大幅に拡充いたしました。さらに、CCCが持つビックデータを活用

したマーケティング戦略やＴポイント提携企業での広告展開など、広範な営業展開にも取り組んでおります。

各業務についてみると、リテールバンキング業務では、お客さまの多様なニーズに的確に対応する商品やサービス

の提供に努めております。まず資金運用商品については、引き続き円預金、外貨預金の取り込みとともに、投資信託

等の投資商品等の拡販に加えて、保険窓販事業も強化しております。このうち、外貨預金については、当行子会社の

株式会社アプラス（以下「アプラス」）が、海外ATMで現地通貨の引き出しやカードショッピングができ、さらに新

生銀行の「新生総合口座パワーフレックス」と連携可能な「海外プリペイドカードGAICA（ガイカ）」の発行を７月

から開始いたしました。今後とも外貨関連の商品・サービスの拡充に努めてまいります。次に住宅ローンについて

は、引き続き「パワースマート住宅ローン」の有するユニークで付加価値の高い商品性を活かして積極的に積み上げ

を図っており、４月には東京急行電鉄株式会社および同社のグループ会社と業務提携し、サービスを拡充した「東急

グループプラン」の取り扱いを開始いたしました。

コンシューマーファイナンス業務では、平成23年10月から銀行本体で開始した個人向け無担保ローン「新生銀行

カードローン　レイク」については、引き続き融資残高や顧客数が増加しており、さらなる事業拡大を進めておりま

す。また、新生フィナンシャル株式会社においては、既存顧客のサービス継続とともに、他の金融機関との提携によ

る個人向け無担保ローンの信用保証業務の拡大に注力しております。さらに、株式会社アプラスフィナンシャル（以

下「アプラスフィナンシャル」）については、傘下にあるアプラス等の事業会社において、CCCとの提携拡大、顧客

利便性向上や業務の効率化等を進めて、各事業の業容拡大と収益性向上に努めております。グループの全体的な取り

組みとしては、今後のコンシューマーファイナンス業務の事業拡大を見据え、各社のベストプラクティスの共有を図

るため、グループ６社の本社機能について移転・集約を進めております。

海外における業務展開については、当行を含む日本や香港の企業10社の出資により設立したOJBC Co. Ltdが、香港

における個人のお客さま向け資産運用サービスを専門に行う新銀行、Nippon Wealth Limited, a Restricted

Licence Bankを設立、４月に香港金融監督局から銀行免許を取得し、当連結会計年度上期の本格開業に向けて引き続

き準備を進めております。さらに、新生プロパティファイナンス株式会社においては、東急リバブル株式会社および

東急住宅リース株式会社と提携し、香港在住のお客さまが東京都内のマンションを購入する際に利用できる不動産担

保ローンの取り扱いを５月から開始いたしました。これらにより、香港における資産運用ビジネスのノウハウを蓄積

し、個人向け金融サービスのさらなる強化を検討してまいります。

 

なお、６月には、個人部門内のリテールバンキング本部およびコンシューマーファイナンス本部を廃止し、新たに

個人企画本部および個人営業本部を設置、個人部門全体の企画推進機能を個人企画本部内に集約するなどの組織変更

を行い、個人営業体制の強化とより一層のグループでの一体運営を進める体制といたしました。

 

 

 

（１）業績の状況

 ＜連結経営成績＞

当第１四半期連結累計期間において、経常収益は944億円（前年同期比38億円減少）、経常費用は715億円（同比53

億円減少）、経常利益は229億円（同比15億円増加）となりました。

資金利益については、前年同期に見られた一時的な増収要因がなくなったものの、調達コストの改善やコンシュー

マーファイナンス業務での貸出増加による収益伸長等により、前年同期に比べて増加しました。非資金利益（ネット

の役務取引等利益、特定取引利益、その他業務利益の合計）および金銭の信託運用損益（クレジットトレーディング

関連利益等を含む）については、主に国内クレジットトレーディング業務での大口の収益計上が少なかったものの、

ALM業務を含む市場関連取引の収益、リテールバンキング業務での投資商品販売が堅調に推移したことや、アプラス

フィナンシャルにおけるショッピングクレジットの取扱高増加等により、前年同期並みとなりました。次に、人件

費・物件費といった経費については、引き続き業務基盤の拡充に向けた経営資源の積極的な投入を行っているもの

の、効率的な業務運営を推進したこと等により、前年同期並みとなりました。与信関連費用については、コンシュー

マーファイナンス業務において貸出増加に伴い貸倒引当金繰入が増加しましたが、大口の不良債権処理に伴い同引当

金の取崩益を計上した結果、前年同期と比べて改善しました。

また、特別損益はネットで６億円の利益となり、さらに法人税等８億円（損）、非支配株主に帰属する四半期純利

益１億円（損）を計上した結果、当第１四半期連結累計期間の親会社株主に帰属する四半期純利益は225億円（前年

同期比25億円増加）となりました。

 

セグメント別では、法人部門は、顧客基盤の拡充や収益力の強化に向けた取り組みが成果を上げつつあることに加

えて、大口の不良債権処理に伴い貸倒引当金取崩益を計上したことから、順調に利益を計上しました。
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金融市場部門は、顧客基盤拡充に向けた継続的な取り組みに注力するとともに、他部門とも連携しつつ、お客さま

のニーズに即した商品の開発・提供に努めた結果、前年同期に比べて増益となりました。

個人部門について、まずリテールバンキングは、積極的な業務展開により運用商品の販売や住宅ローンが堅調に推

移し、業務粗利益を順調に計上したこと、また経費も前年同期並みにとどめたことから、前年同期に比べて改善しま

した。

次にコンシューマーファイナンスは、レイクは引き続き順調に推移し、アプラスフィナンシャルにおいてもショッ

ピングクレジット事業等の取り扱いが増加したこと等から業務粗利益が前年同期に比べて増加し、貸出金増加に伴う

与信関連費用の増加はあったものの、引き続き順調に利益を計上しました。

「経営勘定／その他」は、ALM業務を所管するトレジャリー本部において国債等の債券関係損益が堅調に推移した

こと等により、前年同期に比べて改善しました。

 

     詳細は、「第４　経理の状況」中、「１　四半期連結財務諸表」の「セグメント情報等」をご参照ください。

 

 ＜連結財政状態＞

当第１四半期連結会計期間末において、総資産は９兆125億円（前連結会計年度末比1,226億円増加）、純資産は

7,760億円（同比222億円増加）となりました。

主要な勘定残高としては、貸出金は、個人向け貸出において住宅ローンが引き続き堅調、コンシューマーファイナ

ンス業務での貸出残高が着実に積み上がった一方で、法人向け貸出において資金需要取り込みを図る上での厳しい競

争が続く中、既存債権の回収もあって減少したことから、全体では４兆3,846億円（同比765億円減少）となりまし

た。有価証券は１兆4,958億円（同比185億円増加）となり、このうち、日本国債の残高は9,993億円（同比85億円増

加）となりました。一方、預金・譲渡性預金は５兆5,021億円（同比494億円増加）となりましたが、引き続き、当行

の安定的な資金調達基盤の重要な柱である個人のお客さまからの預金を中心に各ビジネスを積極的に推進するのに十

分な水準を維持しております。また、債券・社債は1,973億円（同比75億円増加）となりました。

 

不良債権については、金融再生法ベースの開示債権（単体）において、当第１四半期会計期間末は366億円（前事

業年度末は609億円）、不良債権比率（※）は0.83％（前事業年度末は1.42％）と、大幅に改善しました。

銀行法に基づく連結自己資本比率（バーゼルⅢ、国内基準）は15.14％となり、前連結会計年度末（14.86％）から

更に改善しました。

 

（※）当第１四半期会計期間末より小数点第３位以下を切り捨てして表示しております。
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　国内・海外別貸出金残高の状況

○　業種別貸出状況（末残・構成比）

業種別
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

金額(百万円) 構成比（％） 金額(百万円) 構成比（％）

国内（除く特別国際金融取引勘定分） 4,175,044 100.00 4,303,797 100.00

製造業 203,519 4.87 193,792 4.50

農業，林業 188 0.00 124 0.00

漁業 37 0.00 88 0.00

鉱業，採石業，砂利採取業 36 0.00 147 0.00

建設業 9,285 0.22 9,206 0.21

電気・ガス・熱供給・水道業 178,481 4.27 204,829 4.76

情報通信業 38,009 0.91 38,182 0.89

運輸業，郵便業 199,394 4.78 187,904 4.37

卸売業，小売業 80,225 1.92 89,398 2.08

金融業，保険業 607,820 14.56 568,477 13.21

不動産業 526,455 12.61 571,515 13.28

各種サービス業 315,316 7.55 308,771 7.18

地方公共団体 101,597 2.43 81,062 1.88

その他 1,914,677 45.86 2,050,297 47.64

海外及び特別国際金融取引勘定分 41,958 100.00 80,900 100.00

政府等 1,515 3.61 1,146 1.42

金融機関 264 0.63 － －

その他 40,179 95.76 79,754 98.58

合計 4,217,003 　－ 4,384,698 　－

（注）１．「国内」とは、当行及び国内連結子会社であります。

２．「海外」とは、海外連結子会社であります。
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（単体情報）

（参考）当行の単体情報のうち、参考として以下の情報を掲げております。

１．損益状況（単体)

(1）損益の概要

 

前第１四半期累計期間
（百万円)

当第１四半期累計期間
（百万円)

増減（百万円）

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

業務粗利益 32,888 31,209 △1,678

金銭の信託運用損益 7,064 3,259 △3,804

経費（除く臨時処理分） 18,490 18,574 84

人件費 5,736 6,730 994

物件費 11,601 10,535 △1,066

税金 1,152 1,308 156

実質業務純益 14,397 12,635 △1,762

うち債券関係損益 971 989 17

臨時損益(除く金銭の信託運用損益） 2,947 6,212 3,265

株式等関係損益 77 327 249

不良債権処理額 △2,922 △6,215 △3,293

貸出金償却 490 20 △469

個別貸倒引当金純繰入額 － － 　　　（注7）

特定海外債権引当勘定繰入額 － － （注7）

償却債権取立益（△） △925 △140 785

貸倒引当金戻入益（△） △2,487 △6,096 （注7）

その他の債権売却損等 － － －

その他臨時損益 △53 △330 △277

経常利益 17,105 18,753 1,648

特別損益 △413 454 868

うち固定資産処分損益及び減損損失 △205 △73 131

税引前四半期純利益 16,691 19,208 2,516

法人税、住民税及び事業税 12 △205 △218

法人税等調整額 △53 △41 12

四半期純利益 16,733 19,456 2,723
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　（注）１．業務粗利益＝（資金運用収支＋金銭の信託運用見合費用）＋役務取引等収支＋特定取引収支＋その他業務収

支＋金銭の信託運用損益

　金銭の信託運用損益は臨時損益に含まれますが、当行が注力している投資銀行業務部門の損益であることか

ら、本来業務にかかる損益ととらえております。

２．実質業務純益＝業務粗利益－経費（除く臨時処理分）

３．「金銭の信託運用見合費用」とは、金銭の信託取得に係る資金調達費用であり、本表では業務費用から控除

されているものであります。

４．臨時損益とは、損益計算書中「その他経常収益・費用」から一般貸倒引当金繰入額を除き、退職給付費用の

うち臨時費用処理分等を加えたものであります。本表では、さらに金銭の信託運用損益を除いた金額を記載し

ております。

５．債券関係損益＝国債等債券売却益＋国債等債券償還益－国債等債券売却損－国債等債券償還損－国債等債券

償却

６．株式等関係損益＝株式等売却益－株式等売却損－株式等償却

７．前第１四半期累計期間の貸倒引当金は全体で2,487百万円の取崩超（うち、一般貸倒引当金については1,537

百万円の取崩）のため、当該金額を貸倒引当金戻入益に計上しております。また当第１四半期累計期間の貸倒

引当金は全体で6,096百万円の取崩超（うち、一般貸倒引当金については2,350百万円の繰入）のため、当該金

額を貸倒引当金戻入益に計上しております。

 

２．ＲＯＥ（単体)

 前第１四半期累計期間（％） 当第１四半期累計期間（％）

実質業務純益ベース 8.20 6.83

当期純利益ベース 9.53 10.52

 

３．預金・貸出金の状況（単体)

(1）預金・貸出金の残高

 
前事業年度（百万円)

当第１四半期累計期間
（百万円)

増減（百万円）

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

預金（末残） 5,600,291 5,620,828 20,537

預金（平残） 5,744,376 5,604,035 △140,341

貸出金（末残） 4,222,922 4,179,179 △43,743

貸出金（平残） 4,088,037 4,184,895 96,858

　（注）　預金には譲渡性預金を含んでおります。

EDINET提出書類

株式会社新生銀行(E03530)

四半期報告書

 9/41



(2）個人・法人別預金残高（国内）

 
前事業年度（百万円)

当第１四半期会計期間
（百万円)

増減（百万円）

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

個人 4,855,271 4,913,405 58,134

法人 659,153 598,177 △60,976

計 5,514,425 5,511,583 △2,842

　（注）　譲渡性預金及び特別国際金融取引勘定分を除いております。

(3）消費者ローン残高

 
前事業年度（百万円)

当第１四半期会計期間
（百万円)

増減（百万円）

（Ａ） （Ｂ） （Ｂ）－（Ａ）

住宅ローン残高 1,225,814 1,231,823 6,009

その他ローン残高 167,551 178,180 10,629

計 1,393,366 1,410,004 16,638
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（資産の査定）

（参考）

　資産の査定は、「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」（平成10年法律第132号）第６条に基づき、当

行の貸借対照表の社債（当該社債を有する金融機関がその元本の償還及び利息の支払の全部又は一部について保証し

ているものであって、当該社債の発行が金融商品取引法（昭和23年法律第25号）第２条第３項に規定する有価証券の

私募によるものに限る。）、貸出金、外国為替、その他資産中の未収利息及び仮払金、支払承諾見返の各勘定に計上

されるもの並びに貸借対照表に注記することとされている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用

貸借又は賃貸借契約によるものに限る。）について債務者の財政状態及び経営成績等を基礎として次のとおり区分す

るものであります。

 

１．破産更生債権及びこれらに準ずる債権

　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由に

より経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる債権をいう。

２．危険債権

　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が悪化し、契約に従った

債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権をいう。

３．要管理債権

　要管理債権とは、３カ月以上延滞債権及び貸出条件緩和債権をいう。

４．正常債権

　正常債権とは、債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、上記１．から３．までに掲げる

債権以外のものに区分される債権をいう。

資産の査定の額

債権の区分
平成27年３月31日 平成27年６月30日

金額（億円） 金額（億円）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権 43 41

危険債権 521 281

要管理債権 45 44

正常債権 42,389 43,221

 

 

 

 

 

（２）主要な設備

 

当行は、引き続き、新システムの導入プロジェクトに係る投資を行っており、中長期の経営方針に沿った堅牢で

安定的なシステムの構築に向けた全行的な取り組みを、着々と進めております。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 4,000,000,000

計 4,000,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数
（株）
（平成27年８月10日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 2,750,346,891 2,750,346,891
東京証券取引所

（市場第一部）

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定のない当行にお

ける標準となる株式

であり、単元株式数

は1,000株でありま

す。

計 2,750,346,891 2,750,346,891 ―― ――

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 2,750,346 － 512,204 － 79,465

 

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

 

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － ―― －

議決権制限株式（自己株式等） － ―― －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 96,428,000 ――    単元株式数1,000株

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,653,707,000 2,653,707 （注）１

単元未満株式 普通株式 211,891 ―― （注）２

発行済株式総数  2,750,346,891 ―― ――

総株主の議決権 ―― 2,653,707 ――

（注）１．株式会社証券保管振替機構名義の株式が8,000株（議決権８個）含まれております。

　　　２．当行所有の自己株式が552株含まれております。

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社新生銀行
東京都中央区日本橋室町

二丁目４番３号
96,428,000 ― 96,428,000 3.50

計 ―― 96,428,000 ― 96,428,000 3.50

（注）上記「①発行済株式」の「完全議決権株式（自己株式等）」の内訳であります。

 

 

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】
１．当行の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しておりますが、資産及び負債の分類並びに収益及び費用の分類は、「銀行法施行規則」

（昭和57年大蔵省令第10号）に準拠しております。

 

２．当行は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（自平成27年４月１日　至

平成27年６月30日）及び第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年６月30日）に係る四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツの四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

現金預け金 881,776 922,299

コールローン及び買入手形 30,000 20,000

買現先勘定 53,216 53,216

債券貸借取引支払保証金 8,750 25,487

買入金銭債権 93,412 87,805

特定取引資産 317,399 313,926

金銭の信託 233,918 256,797

有価証券 1,477,352 1,495,887

貸出金 ※１ 4,461,281 ※１ 4,384,698

外国為替 18,537 16,758

リース債権及びリース投資資産 227,047 222,417

その他資産 ※１,※２ 788,647 ※１,※２ 888,183

有形固定資産 46,285 49,527

無形固定資産 ※３,※４ 49,655 ※３,※４ 47,539

退職給付に係る資産 3,625 3,659

債券繰延資産 12 8

繰延税金資産 15,373 15,690

支払承諾見返 291,795 310,072

貸倒引当金 △108,232 △101,433

資産の部合計 8,889,853 9,012,542

負債の部   

預金 5,367,167 5,393,228

譲渡性預金 85,565 108,939

債券 32,300 28,020

コールマネー及び売渡手形 230,000 330,000

売現先勘定 29,152 45,770

債券貸借取引受入担保金 103,369 99,935

特定取引負債 267,976 259,197

借用金 805,217 777,175

外国為替 27 19

短期社債 96,000 104,200

社債 157,505 169,294

その他負債 481,359 439,668

賞与引当金 8,774 2,597

役員賞与引当金 88 26

退職給付に係る負債 8,749 8,061

役員退職慰労引当金 95 -

利息返還損失引当金 170,250 159,562

繰延税金負債 694 730

支払承諾 291,795 310,072

負債の部合計 8,136,091 8,236,501
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

純資産の部   

資本金 512,204 512,204

資本剰余金 79,461 79,461

利益剰余金 209,419 229,287

自己株式 △72,558 △72,558

株主資本合計 728,526 748,395

その他有価証券評価差額金 10,830 10,703

繰延ヘッジ損益 △11,501 △9,811

為替換算調整勘定 3,682 4,674

退職給付に係る調整累計額 △515 △329

その他の包括利益累計額合計 2,496 5,237

新株予約権 1,211 514

非支配株主持分 21,528 21,893

純資産の部合計 753,762 776,040

負債及び純資産の部合計 8,889,853 9,012,542
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

経常収益 98,299 94,474

資金運用収益 36,916 35,598

（うち貸出金利息） 31,648 30,996

（うち有価証券利息配当金） 4,527 4,005

役務取引等収益 10,189 11,610

特定取引収益 3,700 3,322

その他業務収益 ※１ 38,050 ※１ 36,450

その他経常収益 ※２ 9,442 ※２ 7,492

経常費用 76,941 71,560

資金調達費用 6,015 4,458

（うち預金利息） 3,168 1,665

（うち借用金利息） 1,163 1,200

（うち社債利息） 1,327 1,140

役務取引等費用 5,371 5,322

特定取引費用 108 43

その他業務費用 ※３ 24,623 ※３ 23,969

営業経費 ※４ 37,885 ※４ 37,118

その他経常費用 ※５ 2,937 ※５ 646

経常利益 21,358 22,914

特別利益 ※６ 350 ※６ 710

特別損失 222 81

税金等調整前四半期純利益 21,486 23,543

法人税等 681 822

四半期純利益 20,804 22,721

非支配株主に帰属する四半期純利益 809 198

親会社株主に帰属する四半期純利益 19,994 22,522
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

四半期純利益 20,804 22,721

その他の包括利益 200 2,927

その他有価証券評価差額金 604 △133

繰延ヘッジ損益 △612 1,690

為替換算調整勘定 △363 531

退職給付に係る調整額 556 186

持分法適用会社に対する持分相当額 15 652

四半期包括利益 21,005 25,649

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 20,294 25,263

非支配株主に係る四半期包括利益 711 385
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【注記事項】

（会計方針の変更）

 

（「企業結合に関する会計基準」等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当行の

持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計

上する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫

定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財

務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配

株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前

連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項（4）、連結会計基準第44－５項（4）及び

事業分離等会計基準第57－４項（4）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時

点から将来にわたって適用しております。

　この変更による当第１四半期連結累計期間の損益及び当第１四半期連結会計期間末の資本剰余金に与える影響は

軽微であります。

 

 

 

 

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

 

　　　当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

 

　　　１．税金費用の計算

　税金費用は、当第１四半期連結累計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の

実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じることにより算定しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

 

※１．貸出金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

破綻先債権額 3,248百万円 3,310百万円

延滞債権額 87,796百万円 68,217百万円

３カ月以上延滞債権額 1,366百万円 1,732百万円

貸出条件緩和債権額 29,114百万円 28,547百万円

合計額 121,526百万円 101,807百万円

 

 また、「その他資産」に含まれる割賦売掛金のうち、リスク管理債権は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

破綻先債権額 151百万円 116百万円

延滞債権額 9,027百万円 8,556百万円

３カ月以上延滞債権額 807百万円 442百万円

貸出条件緩和債権額 506百万円 455百万円

合計額 10,492百万円 9,570百万円

 

 なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

 

※２．その他資産には、割賦売掛金が含まれております。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

割賦売掛金 459,133百万円 464,728百万円

 

※３．のれん及び負ののれんは相殺して無形固定資産に含めて表示しております。

相殺前の金額は、次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

のれん 27,732百万円 26,288百万円

負ののれん 4,534百万円 4,443百万円

差引額 23,197百万円 21,844百万円

 

※４．無形固定資産には、連結子会社に対する支配権獲得時における全面時価評価法の適用により計上された無形資産

が含まれております。

 
前連結会計年度

（平成27年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成27年６月30日）

無形資産 6,350百万円 5,757百万円
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（四半期連結損益計算書関係）

 

※１．その他業務収益には、次のものを含んでおります。

 

前第１四半期連結累計期間

（自　平成26年４月１日

至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間

（自　平成27年４月１日

至　平成27年６月30日）

リース収入 22,262百万円 22,931百万円

 

※２．その他経常収益には、次のものを含んでおります。

 

前第１四半期連結累計期間

（自　平成26年４月１日

至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間

（自　平成27年４月１日

至　平成27年６月30日）

金銭の信託運用益 4,229百万円 3,788百万円

償却債権取立益 2,520百万円 1,424百万円

貸倒引当金戻入益 －百万円 854百万円

 

※３．その他業務費用には、次のものを含んでおります。

 

前第１四半期連結累計期間

（自　平成26年４月１日

至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間

（自　平成27年４月１日

至　平成27年６月30日）

リース原価 20,053百万円 20,738百万円

 

※４．営業経費には、次のものを含んでおります。

 

前第１四半期連結累計期間

（自　平成26年４月１日

至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間

（自　平成27年４月１日

至　平成27年６月30日）

のれん償却額 1,517百万円 1,353百万円

無形資産償却額 （注） 760百万円 592百万円

 

　　　（注）昭和リース株式会社及び新生フィナンシャル株式会社並びにそれらの連結子会社に対する支配権獲得時に

　　　　　　おける全面時価評価法の適用により計上された無形資産の償却額であります。

 

※５．その他経常費用には、次のものを含んでおります。

 

前第１四半期連結累計期間

（自　平成26年４月１日

至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間

（自　平成27年４月１日

至　平成27年６月30日）

貸倒引当金繰入額 952百万円 －百万円

貸出金償却 904百万円 214百万円

 

※６. 特別利益には、次のものを含んでおります。

 

前第１四半期連結累計期間

（自　平成26年４月１日

至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間

（自　平成27年４月１日

至　平成27年６月30日）

新株予約権戻入益 1百万円 696百万円
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連結

累計期間に係る減価償却費（のれん及び無形資産を除く無形固定資産に係る償却費を含む。）、のれんの償却額及び無形

資産償却額は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

減価償却費（リース賃貸資産を除く) 2,537百万円 2,548百万円

のれんの償却額 1,517百万円 1,353百万円

無形資産償却額 760百万円 592百万円

 

 

 

（株主資本等関係）

 

前第１四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年６月30日）

 

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年５月８日

取締役会
普通株式 2,653 1.00 平成26年３月31日 平成26年５月29日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

　後となるもの

　　該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

 

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年５月12日

取締役会
普通株式 2,653 1.00 平成27年３月31日 平成27年５月28日 利益剰余金

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

　後となるもの

　　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成26年４月１日　至平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの業務粗利益及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 法人部門 金融市場部門

 

法人営業 ストラクチャー

ドファイナンス

プリンシパルト

ランザクション

ズ

昭和リース 市場営業本部 その他金融市場

部門

業務粗利益 4,327 6,379 7,635 3,092 2,113 661

資金利益

（△は損失）
3,361 4,051 1,546 △566 893 43

非資金利益

（△は損失）
966 2,328 6,088 3,658 1,219 618

経費 2,392 1,233 1,718 1,979 851 857

与信関連費用（△は

益）
△410 △1,251 △42 △1,256 26 △24

セグメント利益（△は

損失）
2,345 6,398 5,960 2,369 1,235 △170

 

        

 個人部門 経営勘定／その他 合計

 リテールバンキ

ング

コンシューマーファイナンス トレジャリー本

部

その他

 
新生フィナン

シャル

アプラスフィナ

ンシャル

その他

業務粗利益 6,930 13,135 12,176 366 926 140 57,885

資金利益

（△は損失）
5,917 13,893 1,676 310 △225 △1 30,901

非資金利益

（△は損失）
1,012 △758 10,500 55 1,151 141 26,984

経費 8,349 8,100 9,123 143 403 △116 35,037

与信関連費用（△は

益）
77 112 2,031 △6 - 7 △735

セグメント利益（△は

損失）
△1,497 4,922 1,021 228 522 248 23,584

（注） １．一般事業会社の売上高に代えて、経営管理上の業務粗利益を記載しております。経営管理上の業務粗利益は、資金運用収支、

役務取引等収支、特定取引収支、その他業務収支、金銭の信託運用損益、株式関連損益等の合計であり、収支とは、収益と費

用の差額であります。これらの収支及び損益は、当行グループ本来の業務による収益と費用を表したものであります。

事業セグメント間の資金収支については内部の仕切レートを基準に算出しております。また、間接部門の経費は、予め決めら

れた経費配賦ルールに基づき、期初に設定した予算に応じて各事業セグメントに賦課しております。

２．経費は、営業経費から、子会社買収に伴い発生したのれん償却額、無形資産償却額及び臨時的な費用を控除したものでありま

す。なお、臨時的な費用には、退職給付費用の数理計算上の差異の償却及びその他臨時費用が含まれております。

３．与信関連費用は、貸倒引当金繰入額、貸倒引当金戻入益、貸出金償却、債権処分損及び償却債権取立益によって構成されてお

ります。

４．「新生フィナンシャル」には、平成23年10月１日付けで当行が新生フィナンシャル㈱より譲り受けた個人向け無担保カード

ローン事業「新生銀行カードローンレイク」及びシンキ㈱の損益が含まれております。

５．『経営勘定/その他』の「その他」には、報告セグメントに含まれない全社損益、予算配賦した経費の予実差異の金額、セグ

メント間取引消去額等が含まれております。
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２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

セグメント利益計 23,584

子会社買収に伴い発生したのれん償却額 △1,482

無形資産償却額 △760

臨時的な費用 △605

その他 622

四半期連結損益計算書の経常利益 21,358
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの業務粗利益及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 法人部門 金融市場部門

 

法人営業 ストラクチャー

ドファイナンス

プリンシパルト

ランザクション

ズ

昭和リース 市場営業本部 その他金融市場

部門

業務粗利益 3,516 5,070 4,799 3,059 2,418 1,020

資金利益

（△は損失）
2,670 3,140 1,745 △490 350 36

非資金利益

（△は損失）
846 1,929 3,053 3,549 2,067 983

経費 2,616 1,401 1,284 2,006 917 996

与信関連費用（△は

益）
614 △7,039 △32 △928 △29 19

セグメント利益（△は

損失）
285 10,708 3,547 1,982 1,530 4

 

        

 個人部門 経営勘定／その他 合計

 リテールバンキ

ング

コンシューマーファイナンス トレジャリー本

部

その他

 
新生フィナン

シャル

アプラスフィナ

ンシャル

その他

業務粗利益 7,497 14,321 12,654 369 3,000 232 57,961

資金利益

（△は損失）
5,420 14,979 1,611 317 1,364 △5 31,139

非資金利益

（△は損失）
2,077 △657 11,043 52 1,636 238 26,821

経費 8,273 8,050 9,102 177 426 △329 34,924

与信関連費用（△は

益）
124 3,463 1,913 △131 - 0 △2,026

セグメント利益（△は

損失）
△901 2,807 1,638 323 2,574 562 25,064

（注） １．一般事業会社の売上高に代えて、経営管理上の業務粗利益を記載しております。経営管理上の業務粗利益は、資金運用収支、

役務取引等収支、特定取引収支、その他業務収支、金銭の信託運用損益、株式関連損益等の合計であり、収支とは、収益と費

用の差額であります。これらの収支及び損益は、当行グループ本来の業務による収益と費用を表したものであります。

事業セグメント間の資金収支については内部の仕切レートを基準に算出しております。また、間接部門の経費は、予め決めら

れた経費配賦ルールに基づき、期初に設定した予算に応じて各事業セグメントに賦課しております。

２．経費は、営業経費から、子会社買収に伴い発生したのれん償却額、無形資産償却額及び臨時的な費用を控除したものでありま

す。なお、臨時的な費用には、退職給付費用の数理計算上の差異の償却及びその他臨時費用が含まれております。

３．与信関連費用は、貸倒引当金繰入額、貸倒引当金戻入益、貸出金償却、債権処分損及び償却債権取立益によって構成されてお

ります。

４．「新生フィナンシャル」には、平成23年10月１日付けで当行が新生フィナンシャル㈱より譲り受けた個人向け無担保カード

ローン事業「新生銀行カードローンレイク」及びシンキ㈱の損益が含まれております。

５．『経営勘定/その他』の「その他」には、報告セグメントに含まれない全社損益、予算配賦した経費の予実差異の金額、セグ

メント間取引消去額等が含まれております。
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２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な

内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

セグメント利益計 25,064

子会社買収に伴い発生したのれん償却額 △1,318

無形資産償却額 △592

臨時的な費用 △271

その他 32

四半期連結損益計算書の経常利益 22,914

 

３．報告セグメントの変更等に関する事項

報告セグメントの区分方法の変更

 

         当行グループは、平成27年４月１日付けで『金融市場部門』の「金融法人本部」を『法人部門』の「法人営業

       本部」に統合しました。また、同年５月１日付けで、『法人部門』内の本部制を廃止するなどの組織変更を行い

       同部門内の企画推進機能を集約し法人営業体制の強化と法人部門のより一層の一体運営を進める体制にするとと

       もに、国際業務の企画推進・管理を当行全体として一元的に行うため、『法人部門』の国際業務部をコーポレー

       トスタッフ部門内の総合企画部に統合いたしました。さらに、同年５月31日付けで、『法人部門』内のアセット

       バック投資部を廃止し、その業務を法人企画部プリンシパルインベストメンツ業務室に統合いたしました。これ

       に伴い、当第１四半期連結累計期間において報告セグメントの区分方法を以下のとおり変更しております。

         『法人部門』の「法人営業」セグメントに、従来、「法人営業本部」セグメントに含めていた法人営業業務及

       び『金融市場部門』の「金融法人本部」セグメントに係る業務を含めております。

         『法人部門』の「ストラクチャードファイナンス」セグメントに、従来、「法人営業本部」セグメントに含め

       ていたストラクチャードファイナンス業務を含めております。

         『法人部門』の「プリンシパルトランザクションズ」セグメントに、従来、「プリンシパルトランザクション

       ズ本部」セグメントに含めていたプリンシパルトランザクションズ業務、「法人営業本部」セグメントに含めて

       いた企業サポート業務並びに「その他法人部門」セグメントに含めていたアセットバック投資業務及びビジネス

       インキュベーション業務を含めております。

         『経営勘定/その他』の「その他」セグメントに、従来、『法人部門』の「その他法人部門」セグメントに含

       めていた国際業務の企画推進・管理業務を含めております。

         また、平成27年６月１日付けで『個人部門』の「リテールバンキング本部」及び「コンシューマーファイ

       ナンス本部」を廃止し、新たに「個人企画本部」及び「個人営業本部」を設置して『個人部門』全体の企画推進

       機能を「個人企画本部」内に集約するなどの組織変更を行い、個人営業体制の強化とより一層のグループでの一

       体運営を進める体制といたしました。これに伴い、「リテールバンキング本部」セグメントを「リテールバンキ

       ング」セグメントに、「コンシューマーファイナンス本部」セグメントを「コンシューマーファイナンス」セグ

       メントに名称変更しております。当該報告セグメントの名称変更によるセグメント情報に与える影響はありませ

       ん。

なお、前掲の前第１四半期連結累計期間の報告セグメントごとの業務粗利益及び利益又は損失の金額に関す

る情報は、当第１四半期連結累計期間の報告セグメント区分に基づき作成しております。
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（金融商品関係）

 

　　　前連結会計年度（平成27年３月31日）

 

 （単位：百万円）
 

　科目
連結貸借対照表

計上額
時価

差額

（△は損）

 (1) 買入金銭債権（*1） 91,898 92,933 1,035

　(2) 特定取引資産    

　　　　売買目的有価証券 37,954 37,954 －

　(3) 金銭の信託（*1） 233,791 238,593 4,802

　(4) 有価証券（*2） 1,414,567 1,406,555 △8,011

　(5) 貸出金（*3）

 貸倒引当金

4,461,281

△70,548

  

 

 4,390,732 4,499,552 108,819

 (6) リース債権及びリース投資資産（*1） 222,871 224,768 1,897

 (7) その他資産

 割賦売掛金

 割賦利益繰延

 貸倒引当金

 

459,133

△14,963

△10,996

  

 433,173 451,169 17,996

 (8) 預金 5,367,167 5,375,455 △8,287

 (9) 譲渡性預金 85,565 85,563 1

 (10) 債券 32,300 32,322 △22

　(11) 特定取引負債    

 　　　 売付商品債券 10,349 10,349 －

 (12) 借用金 805,217 805,470 △252

　(13) 短期社債 96,000 96,000 －

 (14) 社債 157,505 160,033 △2,528

 (15) デリバティブ取引（*4）

   ヘッジ会計が適用されていないもの

   ヘッジ会計が適用されているもの

 

△15,411

△9,474

 

△15,411

△9,474

 

－

－

 デリバティブ取引計 △24,885 △24,885 －
 

（単位：百万円）
 
 契約額等 時価

その他

債務保証契約（*5）

 

291,795

 

△1,376

 
（*1）買入金銭債権、金銭の信託並びにリース債権及びリース投資資産に対する貸倒引当金については、重要性が乏しい

ため、連結貸借対照表計上額から直接減額しております。

（*2）非上場株式及び一部の組合出資金等については、時価を把握することが極めて困難と認められるため、含めており

ません。

（*3）貸出金のうち、連結子会社が保有する消費者金融債権について、将来の利息返還の請求に伴う損失に備えるため、

170,250百万円の利息返還損失引当金を計上しておりますが、当該引当金の一部には、将来貸出金に充当される可能性の

あるものが含まれております。

（*4）特定取引資産・負債及びその他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は、△で表示しております。

（*5）債務保証契約の「契約額等」は、「支払承諾」の連結貸借対照表計上額を記載しております。なお、前受保証料

22,201百万円をその他負債として計上しております。
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　　　当第１四半期連結会計期間（平成27年６月30日）

 

 （単位：百万円）
 

　科目
四半期連結貸借

対照表計上額
時価

差額

（△は損）

 (1) 買入金銭債権（*1） 86,298 87,933 1,635

　(2) 特定取引資産    

　　　　売買目的有価証券 56,339 56,339 －

　(3) 金銭の信託（*1） 256,274 261,083 4,809

　(4) 有価証券（*2） 1,433,601 1,424,999 △8,602

　(5) 貸出金（*3）

 貸倒引当金

4,384,698

△64,190

  

 

 4,320,508 4,428,436 107,928

 (6) リース債権及びリース投資資産（*1） 219,035 220,427 1,391

 (7) その他資産

 割賦売掛金

 割賦利益繰延

 貸倒引当金

 

464,728

△15,124

△10,726

  

 438,877 457,440 18,563

 (8) 預金 5,393,228 5,401,308 △8,080

 (9) 譲渡性預金 108,939 108,937 1

 (10) 債券 28,020 28,037 △16

　(11) 特定取引負債    

 　　　 売付商品債券 21,857 21,857 －

 (12) 借用金 777,175 778,160 △985

　(13) 短期社債 104,200 104,200 －

 (14) 社債 169,294 171,501 △2,207

 (15) デリバティブ取引（*4）

   ヘッジ会計が適用されていないもの

   ヘッジ会計が適用されているもの

 

△19,025

△9,495

 

△19,025

△9,495

 

－

－

 デリバティブ取引計 △28,521 △28,521 －
 

（単位：百万円）
 
 契約額等 時価

その他

債務保証契約（*5）

 

310,072

 

△949

 
（*1）買入金銭債権、金銭の信託並びにリース債権及びリース投資資産に対する貸倒引当金については、重要性が乏しい

ため、四半期連結貸借対照表計上額から直接減額しております。

（*2）非上場株式及び一部の組合出資金等については、時価を把握することが極めて困難と認められるため、含めており

ません。

（*3）貸出金のうち、連結子会社が保有する消費者金融債権について、将来の利息返還の請求に伴う損失に備えるため、

159,562百万円の利息返還損失引当金を計上しておりますが、当該引当金の一部には、将来貸出金に充当される可能性の

あるものが含まれております。

（*4）特定取引資産・負債及びその他資産・負債に計上しているデリバティブ取引を一括して表示しております。

デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目について

は、△で表示しております。

（*5）債務保証契約の「契約額等」は、「支払承諾」の四半期連結貸借対照表計上額を記載しております。なお、前受保

証料22,076百万円をその他負債として計上しております。
 
（注）　金融商品の時価の算定方法

(1)買入金銭債権

買入金銭債権については、取引金融機関から提示された価格又は割引現在価値によって算定した価格によっておりま

す。
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(2)特定取引資産

特定取引目的で保有する債券等の有価証券については、市場価格、取引金融機関から提示された価格又は割引現在価

値によって算定した価格によっております。

(3)金銭の信託

金銭の信託については、信託財産の構成物である資産の内容に応じて、割引現在価値等によって算定した価格を時価

としております。

なお、満期保有目的の金銭の信託及びその他の金銭の信託に関する注記事項については、「（金銭の信託関係）」に

記載しております。

(4)有価証券

株式については取引所の価格によっております。債券及び投資信託については、市場価格、取引金融機関等から提示

された価格又は割引現在価値によって算定した価格によっております。

　なお、満期保有目的の債券及びその他有価証券に関する注記事項については、「（有価証券関係）」に記載しておりま

す。

(5)貸出金

貸出金のうち、固定金利によるものについては約定キャッシュ・フローを、変動金利によるものについては四半期連

結決算日（連結決算日）時点のフォワードレートに基づいた見積りキャッシュ・フローを、見積期間に対応したリスクフ

リーレートに内部格付に対応したCDSスプレッド等（担保考慮後）の信用リスクを加味した利率で割り引いて時価を算定

しております。なお、住宅ローンについては、同様の新規貸出を行った場合に想定される利率で割り引いて時価を算定し

ております。また、消費者金融債権については、商品種類や対象顧客に基づく類似のキャッシュ・フローを生み出すと考

えられる単位毎に、期待損失率を反映した見積りキャッシュ・フローを、見積期間に対応したリスクフリーレートに一定

の経費率等を加味した利率で割り引いて時価を算定しております。

　破綻先、実質破綻先及び破綻懸念先に対する債権等については、キャッシュ・フロー見積法又は担保及び保証による回

収見込額等に基づいて貸倒見積高を算定しているため、時価は四半期連結決算日（連結決算日）における四半期連結貸借

対照表（連結貸借対照表）上の債権等計上額から貸倒引当金計上額を控除した金額に近似しており、当該価額を時価とし

ております。

(6)リース債権及びリース投資資産

リース債権及びリース投資資産については、リース対象資産の商品分類等に基づく単位毎に、主として約定キャッ

シュ・フローを、リスクフリーレートに信用リスク及び一定の経費率等を加味した利率で割り引いて時価を算定しており

ます。

(7)割賦売掛金

割賦売掛金については、商品種類に基づく単位毎に、主として期限前返済による影響を反映した見積りキャッシュ・

フローを、リスクフリーレートに信用リスク及び一定の経費率等を加味した利率で割り引いて時価を算定しております。

 (8)預金、及び(9)譲渡性預金

当座預金、普通預金など預入期間の定めがない要求払預金については、四半期連結決算日（連結決算日）に要求され

た場合の支払額（帳簿価額）を時価とみなしております。また、その他の預金で預入期間があっても短期間（6ヶ月以

内）のものは、時価が帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額を時価としております。

定期預金については、満期までの約定キャッシュ・フローを、同様の預金を新規に受け入れる際に使用する利率で割

り引いて時価を算定しております。

 (10)債券、及び(14)社債

公募債で市場価格の存在するものについては、当該市場価格を時価としております。

市場価格のないMTNプログラムによる社債又は債券については、見積りキャッシュ・フローを直近3ヶ月の法人預金等

による実績調達金利の平均値に基づいた利率によって、また個人向け金融債については、直近月の調達実績利率によって

割り引いて時価を算定しております。

期限前償還コールオプション、ステップアップ条項の付いた劣後債については、期限前償還の可能性を考慮した見積

りキャッシュ・フローを、見積期間に対応したリスクフリーレートに当行のCDSスプレッドを加味した利率によって割り

引いて時価を算定しております。

 (11)特定取引負債

特定取引目的の売付商品債券については、市場価格によっております。

 (12)借用金

借用金のうち、固定金利によるものについては、約定キャッシュ・フロー（金利スワップの特例処理の対象とされた

借用金については、その金利スワップのレートを反映したキャッシュ・フロー）を、変動金利によるものについては、四

半期連結決算日（連結決算日）時点のフォワードレートに基づいた見積りキャッシュ・フローを、当行及び連結子会社の

信用リスクを反映した調達金利により割り引いて時価を算定しております。
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期限前償還コールオプション、ステップアップ条項の付いた劣後借入金については、期限前償還の可能性を考慮した

見積りキャッシュ・フローを、見積期間に対応したリスクフリーレートに当行のCDSスプレッドを加味した利率によって

割り引いて時価を算定しております。

（13）短期社債

約定期間が短期間（6ヶ月以内）のものについては、時価が帳簿価額に近似していることから、当該帳簿価額を時価と

しております。

 (15)デリバティブ取引

デリバティブ取引については、取引所の価格、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定した価額に

よっております。

 

その他

債務保証契約

契約上の保証料の将来キャッシュ・フローと同様の新規契約を実行した場合に想定される保証料の将来キャッシュ・

フローとの差額を割り引いて算定した現在価値を時価としております。
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（有価証券関係）

 

　四半期連結貸借対照表（連結貸借対照表）の「有価証券」のほか、「買入金銭債権」中の有価証券として会計処理し

ている信託受益権を含めて記載しております。

 

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 
連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

国債 605,530 607,893 2,362

その他 39,002 41,647 2,644

合計 644,533 649,541 5,007

 

当第１四半期連結会計期間（平成27年６月30日）

 
四半期連結貸借対照表計上額

（百万円）
時価（百万円） 差額（百万円）

国債 590,192 592,820 2,627

その他 37,684 39,984 2,300

合計 627,877 632,805 4,927

 

 

２．その他有価証券

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

株式 13,162 25,618 12,456

債券 470,998 469,795 △1,202

国債 386,037 385,279 △757

地方債 501 514 13

社債 84,459 84,001 △458

その他 226,100 230,790 4,689

合計 710,261 726,204 15,942
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当第１四半期連結会計期間（平成27年６月30日）

 取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

株式 13,734 26,895 13,161

債券 480,315 478,984 △1,331

国債 410,263 409,204 △1,059

地方債 501 512 11

社債 69,551 69,267 △283

その他 250,797 253,569 2,771

合計 744,847 759,449 14,601

　 （注） その他有価証券のうち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落したものについては、原則とし

て時価が取得原価まで回復する見込みがないものとみなして、当該時価をもって四半期連結貸借対照表計上額

（連結貸借対照表計上額）とし、評価差額を当第１四半期連結累計期間（前連結会計年度）の損失として処理

（以下、「減損処理」という。）しております。

           前連結会計年度における減損処理額は2,072百万円（社債2,069百万円、その他の証券２百万円）でありま

す。

　　　　　　当第１四半期連結累計期間における減損処理額は19百万円（株式19百万円）であります。

　時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、資産の自己査定基準における有価証券発行会社の区分

毎に次のとおり定めております。

　 破綻先、実質破綻先、破綻懸念先 時価が取得原価に比べて下落

　 要注意先 時価が取得原価に比べて30％以上下落

　 正常先 時価が取得原価に比べて50％以上下落

　　なお、破綻先とは破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している発行会社、実質破綻先とは破綻

先と同等の状況にある発行会社、破綻懸念先とは現在は経営破綻の状況にないが今後経営破綻に陥る可能性が

大きいと認められる発行会社、要注意先とは今後の管理に注意を要する発行会社であります。また、正常先と

は破綻先、実質破綻先、破綻懸念先及び要注意先以外の発行会社であります。
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（金銭の信託関係）

 

１．満期保有目的の金銭の信託

前連結会計年度（平成27年３月31日）

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結会計期間（平成27年６月30日）

該当事項はありません。

 

 

２．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 取得原価（百万円）
連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

その他の金銭の信託 184,880 183,633 △1,246

 

当第１四半期連結会計期間（平成27年６月30日）

 取得原価（百万円）
四半期連結貸借対照表計上額

（百万円）
差額（百万円）

その他の金銭の信託 219,756 218,686 △1,070
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（デリバティブ取引関係）

 

デリバティブ取引の評価に際しては、合理的な方法に基づいて算定した信用リスク及び流動性リスクを特定取引資

産等の減価により反映させており、前連結会計年度末における減価額の合計はそれぞれ995百万円及び1,080百万円、

当第１四半期連結会計期間末における減価額の合計はそれぞれ996百万円及び1,067万円であります。なお、以下の各

取引に記載されている数値は、当該信用リスク及び流動性リスク減価前の数値であります。

 

(1）金利関連取引

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品

取引所

金利先物 10,068 9 9

金利オプション 746 △0 0

店頭

金利先渡契約 － － －

金利スワップ 13,675,992 23,111 23,111

金利スワップション 1,959,825 △6,496 △2,245

金利オプション 113,500 △93 △83

その他 － － －

合　　　計 ―― 16,530 20,792

　（注）　上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

　なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第24号）等に基づきヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載から除いてお

ります。

 

当第１四半期連結会計期間（平成27年６月30日）

 

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品

取引所

金利先物 11,691 10 10

金利オプション 108,519 9 △18

店頭

金利先渡契約 － － －

金利スワップ 13,542,510 21,521 21,521

金利スワップション 1,958,259 △4,787 87

金利オプション 114,465 △70 △53

その他 － － －

合　　　計 ―― 16,683 21,547

　（注）　上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

　なお、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業

種別監査委員会報告第24号）等に基づきヘッジ会計を適用しているデリバティブ取引は、上記記載から除いてお

ります。
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(2）通貨関連取引

前連結会計年度（平成27年３月31日）

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品

取引所

通貨先物 － － －

通貨オプション － － －

店頭

通貨スワップ 849,626 △33,015 △33,015

為替予約 1,423,403 9,919 9,919

通貨オプション 1,803,459 △15,071 △16,090

その他 － － －

合　　　計 ―― △38,167 △39,185

　（注）　上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

　なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会

業種別監査委員会報告第25号）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債

務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は当該外貨建

金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。

 

当第１四半期連結会計期間（平成27年６月30日）

 

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品

取引所

通貨先物 － － －

通貨オプション － － －

店頭

通貨スワップ 836,748 △33,601 △33,601

為替予約 1,392,013 7,531 7,531

通貨オプション 1,796,158 △15,087 △14,850

その他 － － －

合　　　計 ―― △41,157 △40,920

　（注）　上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

　なお、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会

業種別監査委員会報告第25号）等に基づきヘッジ会計を適用している通貨スワップ取引等及び外貨建金銭債権債

務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の四半期連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は当該

外貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。
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(3）株式関連取引

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品

取引所

株式指数先物 40,895 △1,725 △1,725

株式指数オプション 540,171 △2,098 △3,992

個別株オプション － － －

店頭

有価証券店頭オプション 111,681 12,559 10,518

有価証券店頭指数等スワップ － － －

その他 121,277 △404 △404

合　　　計 ―― 8,330 4,395

　（注）　上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

 

当第１四半期連結会計期間（平成27年６月30日）

 

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品

取引所

株式指数先物 27,048 △3,069 △3,069

株式指数オプション 497,794 △3,001 △4,429

個別株オプション － － －

店頭

有価証券店頭オプション 111,681 13,611 11,570

有価証券店頭指数等スワップ － － －

その他 27,577 △113 △113

合　　　計 ―― 7,427 3,958

　（注）　上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

 

(4）債券関連取引

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品

取引所

債券先物 23,344 18 18

債券先物オプション － － －

店頭
債券店頭オプション － － －

その他 － － －

合　　　計 ―― 18 18

　（注）　上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。
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当第１四半期連結会計期間（平成27年６月30日）

 

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

金融商品

取引所

債券先物 78,652 49 49

債券先物オプション 30,518 108 △50

店頭
債券店頭オプション － － －

その他 － － －

合　　　計 ―― 158 △1

　（注）　上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。

 

(5）商品関連取引

前連結会計年度（平成27年３月31日）

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結会計期間（平成27年６月30日）

該当事項はありません。

 

(6）クレジット・デリバティブ取引

前連結会計年度（平成27年３月31日）

 

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

店頭

クレジット・デフォルト・オプ

ション
523,613 △48 △48

その他 － － －

合　　　計 ―― △48 △48

　（注）　上記取引については時価評価を行い、評価損益を連結損益計算書に計上しております。

 

当第１四半期連結会計期間（平成27年６月30日）

 

区分 種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

店頭

クレジット・デフォルト・オプ

ション
484,136 △74 △74

その他 － － －

合　　　計 ―― △74 △74

　（注）　上記取引については時価評価を行い、評価損益を四半期連結損益計算書に計上しております。
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（１株当たり情報）

 

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、次のとおりであります。

　なお、前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するも

のの、希薄化効果を有しないため記載しておりません。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

(1)１株当たり四半期純利益金額 円 7.53 8.48

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益 百万円 19,994 22,522

普通株主に帰属しない金額 百万円 － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益
百万円 19,994 22,522

普通株式の期中平均株式数 千株 2,653,919 2,653,918

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純

  利益金額
円 － 8.48

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調

整額
百万円 － －

普通株式増加数 千株 － 5

 

 

（重要な後発事象）

 

　　当行は、平成27年５月26日付で、当行の連結子会社である以下の海外特別目的会社が発行した優先出資証券につい

　て、全額償還することを決定し、平成27年７月23日付で全額償還いたしました。償還した優先出資証券の概要は、以

　下のとおりであります。

　（1）発行体

　　　 Shinsei Finance Ⅴ(Cayman) Limited

　（2）証券の種類

　    円建配当金非累積型 永久優先出資証券

　（3）償還総額

　　　 9,000百万円

　（4）償還日

　　　 平成27年７月23日

　（5）償還理由

　　　 任意償還期日到来のため
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２【その他】

（剰余金の配当）

　平成27年５月12日開催の取締役会において、次のとおり剰余金の配当（期末）を行うことを決議しました。

（決議） 株式の種類 配当金の総額（百万円） １株当たり配当額（円）

平成27年５月12日

取締役会
普通株式 2,653 1.00
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年８月４日

株式会社新生銀行

取締役会　御中

 

有限責任監査法人　ト－マツ

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 小暮　和敏　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 早川　英孝　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 濱原　啓之　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 内田　彰彦　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社新生銀

行の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社新生銀行及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。
 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当行（四半期報告

書提出会社）が四半期連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。

　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

株式会社新生銀行(E03530)

四半期報告書

41/41


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）ライツプランの内容
	（５）発行済株式総数、資本金等の推移
	（６）大株主の状況
	（７）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第１四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

